
 

医 政 第 1 1 0 8 号  

    令和３年 10 月 22 日  

 

 一般社団法人岩手県歯科医師会長  

一般社団法人岩手県薬剤師会長 

 

岩手県保健福祉部長  

 

新型コロナワクチンの３回目接種体制確保の進め方について 

 本県の感染症対策については、日頃から御理解と御協力を賜り感謝申し上げます。 

 さて、国では、新型コロナワクチンの２回の接種を終了し、概ね８か月以上経過した者を対

象に、３回目の接種を行うこととしており、早ければ 12月に３回目の接種を行う方針としてい

るところです。 

 これを受け、本県では 12 月から３回目接種を開始できるよう、岩手県医師会との間で協議・

調整を行ってきたところであり、今般、別添の「岩手県における新型コロナワクチンの３回目

接種体制確保の進め方について」のとおり、基本的な考え方を取りまとめましたので、通知し

ます。 

つきましては、その内容について御了知いただくとともに、貴会会員に周知いただきますよ

うお願いします。 

 なお、各市町村、（一社）岩手県医師会、岩手県医療局、各保健所には、別途通知しており

ますことを申し添えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当：ワクチン接種担当  

電 話：019-629-5606（直通） 

メール：AD0002@pref.iwate.jp 

    AD0002@pref.iwate.lg.jp 

様 
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岩手県における新型コロナワクチンの３回目接種体制確保の進め方について 

１ 要旨                                                             

国では、２回目接種を終了し、概ね８カ月以上を経過した者を対象に、３回目の接種を行うこととしており、早ければ 12月に３回目の

接種を行う方針としている。本県でも、12 月から３回目接種を開始できるよう、岩手県医師会と調整を行ってきたところであり、今般、

３回目接種体制確保の進め方について、以下のとおり基本的な考え方（※）を示すもの。 

 ※ 今回提示する基本的な考え方は、Ｒ３.５月末までに２回目接種を終えた方の追加接種のスキームであり、それ以降の追加接種の 

スキームは、県による集団接種の実施の方向性も含め、追って提示する。）） 

２ 本県の対応                                                         

  国では、①住民接種と②医療機関における職員等への個別接種の２つの枠組みを示しており、本県での対応を整理すると以下のとおりである。 

  なお、「職員等への個別接種を実施する医療機関」は、本県においては、原則として、これまでの接種において基本型施設、連携型施設又はサテラ

イト型施設として登録されていた医療機関若しくは３回目接種において新たに住民接種を実施する医療機関に限るものとする。 

区 分 

住民接種を実施する医療機関 
③住民接種と職員等への個別接

種を並行して実施する医療機関 

④職員等への個別接種のみを実施す

る医療機関 ①一般住民 
②個別接種の対象とならない 

医療従事者 

対象者 

・医療従事者以外の者 

（消防職員を含む） 

・職員等への個別接種の対象と

ならない医療従事者（個別接種を

実施しない医療機関、歯科医療機

関、薬局、訪看等の従事者など） 

・住民接種の対象者は①と②に

同じ。 

・職員等への個別接種の対象者

は④に同じ。 

職員等への個別接種の実施意向があ

る医療機関に所属する医療従事者 

予約方法 

各市町村の予約システム等

で対応。 

各市町村の予約システム等で対

応。（個別接種の対象とならない

医療従事者が、住所地外の病院・

診療所等で接種を希望する場合

は、各市町村に住所地外接種の手

続きが必要となる。） 

 

・住民接種の予約方法及び接種

券の取扱いは①と②に同じ。 

・職員等への個別接種の予約方

法及び接種券の取扱いは④に同

じ。 

・原則として、市町村の予約システム

は介さず、各医療機関で接種日程を

調整。 

・住所地外接種者が多数見込まれる

ことから、医療機関ごとに接種対象

者リストを取りまとめ、所在市町村

に提出。（当該リストからワクチンの

必要量を確認できることから住所地

外接種届は不要とする。） 

接種券の取扱い  

  

・市町村の予約システムを介さないことから、住所地外接種者への接

種券の再発行は不要。 

Ｒ3.12月及びＲ4.1月の接種対象見込者については、11/22（月）を目途に接種券が届くよう、各市町村で準備。 

R４.１月末までの 

接種スキーム 
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区 分 

住民接種 
③住民接種と職員等への個別接

種を並行して実施する医療機関 

④職員等への個別接種のみを実施 

する医療機関 ①一般住民 
②個別接種の対象とならない 

医療従事者 

ワクチ

ンの配

給調整 

第１次 
・市町村はＶＲＳ実績から接種対象者数を把握し、その結果を県に報告。 

・県は各市町村から報告のあった接種対象者数の比で按分のうえ、ワクチンを配分。 

第２次 

・県は市町村からの第２次報

告やワクチンの過不足の状

況を踏まえ、ワクチンを配分

（市町村間の融通調整は、原

則として関係市町村で対応） 

・市町村は２回目接種の医療従

事者数から、職員等への個別接種

の対象者数を差し引くことによ

り対象者数を求め、一般住民分と

あわせて、必要数を県に報告。   

・市町村は、住民接種分と職員

等への個別接種分の必要数を

①・②・④の別に応じて把握し、

必要数を県に報告。 

・市町村は医療機関から提出された

接種対象者リストから対象者数を把

握し、県に報告。 

・県は市町村からの報告に基づき、ワ

クチンの広域的な配分調整・融通調

整を行う。 

基本型・連携型・

サテライト型施

設の設定 

・既存の接種体制を前提としつつ、各市町村において医療機関への意向確認を実施の上、地域の実情を踏まえ設定。（意向確認に当た

っては、基本型・連携型・サテライト型の別を確認） 

３ 接種体制確保の工程表（Ｒ３.1月末まで）                                                               
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各主体 R３.10月 R３.11月 R３.12月 R４.１月 R４.２～３月

医療機関

　①基本型

　②連携

　③サテライト

市町村

県

職員等への個別接種・住民接種

ワクチンの必要量の把握・接種体制の確保

第１Ｃ

ワクチン登録
（10/30頃）

第１Cワクチン納品

(11/15週、11/22週)

２月以降の
追加接種の
スキームは
追って提示

第１Ｃ

ワクチン登録
（10/28頃）

第１Ｃ

ワクチン登録
（10/28頃）

ワクチンの広域的な配分調整・融通調整

個別接種の

対象者リストの作成

基本型施設からワクチン移送

市町村・関係機関等との調整

医療機関別の必要ワクチンワクチン量の確認・調整

各主体 R３.10月 R３.11月 R３.12月 R４.１月 R４.２～３月

医療機関

　①基本型

　②連携

　③サテライト

市町村

県

ワクチンの必要量の把握・接種体制の確保（２次分）

第１Ｃ

ワクチン登録
（10/30頃）

第１Cワクチン納品

(11/15週、11/22週)

２月以降の
追加接種の
スキームは
追って提示

第１Ｃ

ワクチン登録調整
（10/28頃）

第１Ｃ

ワクチン割当
（10/27頃）

ワクチンの広域的な配分調整・融通調整（２次分）

基本型施設からワクチン移送

市町村・関係機関等との調整

職員等への個別接種・住民接種個別接種の

対象者リストの作成

（11月下旬を目途）

１次分
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４ ３回目接種体制の概要図                                                            

  ３回目接種では、①住民接種と②医療機関における職員等への個別接種の２つの枠組みがあり、本県での対応を整理すると以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

○ 住民接種については、各市町村において１回目・２回目接種で構築した枠組み（ワクチン配送ルートや予約システムなど）をそのまま活用する。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 医療機関の職員等への個別接種については、職場単位での接種となり、住所地外接種が多数見込まれることから、ワクチンを可能な限り過不足なく

配分するため、あらかじめ市町村ごとに医療従事者数を把握する必要がある。 

⑵ 第１クールの 45箱の配分調整（10月中）に当たっては、医療機関ごとに接種対象者リストを取りまとめる暇がないことから、ＶＲＳの２回目接種

実績から各市町村の医療従事者数を把握し、対象者数の比で按分のうえワクチンを配分する。 

⑶ 第１クール後（11月以降）は、各市町村が医療機関ごとに接種対象者リストを取りまとめ、そのリストの接種対象人数や住所地外接種の状況からワ

クチンの過不足が見込まれる場合は、県が主体となってワクチンの融通調整を行う。  

県 

住民接種 

②ワクチンの配分調整 

 
 

 

①接種見込者数に応じて、 

ワクチンの必要量を登録 ③ワクチンの配給、接種体制確保の調整 

  

①２回目接種の医療従事者数を別添２   

の様式により報告（VRSから把握） 

接種日時の調整は 

各医療機関で対応 

県 

 

②各市町村の対象者数（概数） 

の比で按分して配分 

 【第２次（第１クール配分後の融通調整）】 

②接種対象人数の報告 

住所地外接種者数の報告 

個別接種医療機関 

 

③第１Ｃのワクチンの配給 

県 

医療機関の職員等への個別接種 

③各市町村のワクチンの過不足 

の状況に応じて融通調整 

 
市町村 

住所地外接種者の確認等 

④融通調整により確保した 

 ワクチンの配給 

医療機関/ 

集団接種会場 

①接種対象者リストの送付 

 

【第１次（第１クールの配分調整）】 

市町村 個別接種医療機関 
 

 
市町村 

予約の受付は、各市町村の予約システム等で対応 

（職員等への個別接種を実施しない医療機関、歯科医療機関、薬

局、訪看ステーション等の従事者、消防職員等も、各市町村で予約） 
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５ 医療従事者接種に係る接種対象者リストの取りまとめ                                                            

  医療機関における職員等への個別接種については、職場単位での接種となるため、住所地外での接種となる者が多数見込まれるが、市町村が住所地

外接種分も含めて、接種対象者数がどれくらいになるかあらかじめ把握し、必要な数のワクチンを確保できるよう、以下のとおり、医療機関と市町村

との間で接種対象者リストを情報共有することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②接種対象者リストの送付 

 

 

 

 

 

医療機関における職員等への 

個別接種を実施する医療機関 

 

所在市町村 

【接種対象者リストの取りまとめの概要】 

①接種対象者リストの取りまとめ  

 職員等への個別接種を実施する医療機関（以下「医療機関」という。）は、所在市町村に住所地外接種者等の情報を提供するため、当該医療機関

において接種する全ての医療従事者のリスト（以下「接種対象者リスト」という。）を取りまとめるものとする。 

 医療機関で取りまとめる情報は、 ⑴医療機関名、(2)住所地の市町村、(3)姓名（カナ）、(4)生年月日（西暦）、(5)性別とする。 

②接種対象者リストの送付 

 医療機関は接種対象者リストを取りまとめ、当該医療機関の所在市町村に送付するものとする。 

③住所地外接種者の確認・管理 

 医療機関の所在市町村は、提出された接種対象者リストの中に、住所地外接種となる職員が含まれている場合は、必要に応じて、住所地外接種に

係る接種券の発行等を行う。 

④住所地外接種対象者数集計シートの一斉送付 

 住所地外接種により、各市町村でワクチンの過不足が生じることがないよう、医療機関の所在市町村は、住所地外接種の対象人数を住民登録地別

に取りまとめ、関係市町村に一斉送付するものとする。 

④住所地外集計シートの一斉送付 

県・関係市町村 

①接種対象者リストの 

取りまとめ 

③必要に応じ、住所地外接種に 

係る接種券を発行・送付 
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３回目接種における医療従事者の個別接種（自院接種）の把握について

一般

医療従事者

A市
A市民

B市民(住所地外)

C町民(住所地外)

B市民

B市
A市民(住所地外)

C町

C町民(住所地外)

C町民

A市民(住所地外)

D村 D村

住民接種②：個別接種対象外の医療従事者の人数

例：自院接種しない病院・診療所の勤務者、

薬局、訪問看護ステーション従事者、消防職員等

①

12～１月

３回目接種

対象人数

②

①のうち

医療従事者人数

※住所地ベースの把握

ＶＲＳ実績により

市町村が把握（10月中）

③

②のうち個別接種

（自院接種）する

接種対象者の内訳

※接種地ベースの把握

各医療機関が作成する接種対象者リスト

を市町村が取りまとめ把握（11月）

B市内の接種人数

・A市民、C町民の住所地外を含む

・住所地外により、住所地ベースの

医療従事者人数を超えた接種回数

となる場合があり得る。

→ ワクチン配分量に影響するため

事前に規模感の把握を要する。

住民接種①：原則、住民票所在地で接種する一般住民の人数

10月下旬～10月末

市町村への照会により、概ねの内訳を把握

10月下旬～11月上旬

医療機関への照会により、具体的な人数・住所地外の内訳を把握

11月中旬～11月末

ワクチン配分先調整、

配送後の移送 12月～

３回目接種の開始

参考 


